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全国・九州の外国人 旅 行 者 数

2013年6月に閣議決定された「日本再興戦略」の一端

として、訪日外国人旅行者の受入拡大戦略、目標が提

示されました。2013年の日本全国の訪日外国人旅行客

数は11百万人ですが、2020年には20百万人、2030年に

は年間30百万人超えを目標としています。足元はどうか

といいますと、2014年の日本全国の訪日外国人旅行者

数は、14百万人と過去最高を更新、対前年比でいうと26

％の伸びを示しています。2015年に入っても前述のとお

り増加傾向にあり、今年中に年間20百万人超えも予想さ

れています。九州単独で見ても2014年1.4百万人と全国

同様過去最高の人数、対前年比21％となっています。

なお、九州の訪日外国人旅行者数全国シェアについて

は10％（1,477千人/14,150千人）に止まります。

【訪日外国人旅行者数（全国）出所：法務省出入国管理統計】

はじめに

福岡銀行が属する、ふくおかフィナンシャルグループ

（以下、FFG）は、九州に3つの子銀行を有します。それ

ぞれ、福岡県の福岡銀行、長崎県の親和銀行、熊本県

の熊本銀行、です。各県の営業拠点の他、福岡、長崎、

熊本以外の県にも営業拠点を持ち、九州の殆どをカバー

するネットワークを構築しています。

突然ですが、九州といえばどのような観光スポットを

想像されますか？見所は、熊本城、太宰府天満宮、長

崎ハウステンボス、阿蘇の大カルデラ、グラバー園など

でしょうか。最近では、明治日本の産業革命遺産、宗

像・沖ノ島も話題になっています。宿泊関連でいえば、

温泉も全国区で有名処が多数あります。大分の湯布

院、別府や、熊本の黒川、鹿児島の指宿、霧島など、そ

の他の知る人ぞ知る隠れた名湯も挙げればきりがありま

せん。食物は、黒豚料理、もつ鍋、水炊き、ラーメン、青

魚、馬刺、といったところでしょうか。

今回、九州へのインバウンド（外国人旅行者の誘致）

に関して述べさせていただく機会を得ました。訪日外国

人が一段と増え、日本政府観光局が発表した今年の1～6

月の訪日客数は、過去最高の913万人（前年同期比46

％増）に上ります。好調な数字を記録するインバウンドに

ついて、日本全国の状況を鑑みつつ、FFGが主に拠点

を置く九州のインバウンドの状況に触れさせていただき

ます。

特　集

九州のインバウンド展開

The  Bank  O f   Fukuoka,Ltd .   Singapore  Representat ive  O f f ice
Chief     Representat ive

吉田　圭一郎 
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の浸透（ヘルシーな日本食、ファッション、アニメ・コスプ

レ、etc） も貢献しています。“KAWAII（カワイイ）”は、今

や世界でも認知された単語ではないでしょうか？

外国人 旅 行 者を取り込むことの 経済 効果

ここで、インバウンドの必要性について、触れさせて

いただきます。

日銀試算によると少子高齢化や人口減少を背景に、

九州の潜在成長率は現状のままで2015年度にはマイナ

スに、シニア層や女性の活用が進んだ場合でも、2035

年度にはマイナスに転換する可能性が示されていま

す。このマイナスを補填する策の一つとして、訪日外国

人旅行者の誘致が注目されています。

日本政府は『まち・ひと・しごと創生総合戦略』にお

いて、基本目標の１つに「地方における安定雇用創出」

を掲げ、主な施策として観光地域づくりを明記していま

す。魅力的な観光ルートを作り上げ、地域の活性化に

繋げることを企図したものですが、観光庁の試算による

具体的な経済効果は、人口（日本定住者）1人減少する

経済規模縮小分を、外国人旅行者8人分で補うことが示

されています。現在、人口減少・少子高齢社会に喘ぐ各

自治体では、地方版地方創生総合戦略を策定していま

す。数値上の話は別としても、実際に外国人旅行者が

落としていくであろうお金は魅力的ですから、それぞれ、

地方の特色を活かし、いかにして海外からの観光需要

を取り込むか、各自治体にとって大きな課題です。

【訪日外国人旅行者数（九州）出所：法務省出入国管理統計】

訪日外国人旅行者数を国別で見ますと、全国・九州

ともに最も多いのが、韓国です。次いで台湾、中国の順

になります。街中の至るところでハングル語、中国語が

飛び交いますし、最近では中国人による“爆買い”も単

語として定着している感があります。全国で見ますと、韓

国、台湾、中国の訪日者数に大きな差はありませんが、

九州のみに焦点を当てますと、韓国からの訪日者が圧

倒的です。韓国人旅行者は856千人と九州入国者の58

％を占めます。これについては、地の利が大きく影響

していると考えます。九州と韓国の間では、博多港と釜

山、対馬と釜山において、高速船による定期便が毎日2～3

便往復運航しています。特に対馬だけで年間195千人

が訪れます。

訪日外国人旅行者数増加の最大要因は昨今の円安

基調ですが、インバウンド拡大に向けた政策や戦略も

寄与しています。まずは、「日本再興戦略」により実施さ

れた施策の中で、東南アジア諸国のVISA要件緩和があ

ります。2013年6月よりタイ、マレーシアはVISA免除、ベ

トナム、フィリピンは数次VISA発給、インドネシアは数次

VISAの滞在期間延長が行われました。加えて、2012年

からの航空機の座席供給量の増加（羽田便増便、関西

便増便）、LCCの日本線新規就航、2013年からの航空

路線の増強（シンガポール関西便・福岡便増便）といっ

たハード面の充実も挙げられます。ハード面について九

州に限定していえば、本年5月に「中央ふ頭クルーズセ

ンター」がオープンして、1時間に2千人以上の入国審査

が出来るようになりました。クルーズセンター内ではFree 

Wi-Fiが利用可能ですし、福岡銀行と他地銀一行による

外貨両替機の設置も利便性を高め、利用客を拡大させ

ています。

環境面の充実だけでなく、ジャパニーズカルチャー

特 集 :  九州のインバウンド展開
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今後 の課 題と方 策

前掲の資料のとおり、外国人旅行者にとって九州は

知名度が高いとはいえません。韓国を除く、東アジア、

東南アジア諸国では東京、大阪、京都の“ゴールデンルー

ト”や、北海道の知名度が圧倒的です。人気アンケート

をとっても富士山や、北海道の雪景色、飛騨高山といっ

た日本の原風景への関心が高いことがうかがえますし、

子供連れであれば東京ディズニーランドやユニバーサ

ルスタジオジャパンは外し難いスポットでしょう。しかしな

がら、最近は日本を再訪するリピーターが増え、訪問先

も多様化してきています。こうした動きにより“定番”に止

まらず、地場産業の体験施設や地方の世界遺産などを

巡るツアーの人気が高まれば、九州にとっては追い風

になります。

九州は立地的にアジアからの訪日外国人旅行者取り

込みに優位性があるのですが、彼らの旅行スタイルに腐

心するところがあります。最近の旅行者数でも大きな増

加率を示す韓国、台湾、中国、香港、タイといった主要

エリアを含むアジアの訪日外国人旅行者は、宿泊施設

への効果が薄いクルーズ利用や、団体旅行よりも個人

旅行を好む特性があり、来訪を期待する自治体のコント

ロールが難しい、という問題があります。こういった特徴

を踏まえ、インバウンドのターゲットとして注目されている
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のが、ムスリムが比較的多いマレーシア、インドネシアの

富裕層です。宗教上の理由から非イスラム圏への旅行

に不安があるとしても、イスラム教のポイントを押さえた旅

行の設定があれば、ツアーに参加する気持ちは高まると

思われます。マレーシア人、インドネシア人の九州への

入国者数は、まだまだ多くありません。各所へのヒアリン

グによると、直行便がないこともありますが、やはりムスリ

ムの行動、生活様式を理解し難いことも背景にある様子

です。世界の人口70億人に対して16億人、23％を占め

るムスリムのマーケットは注目されています。東南アジア

に限定しても、総人口6億人のうち、40％の2.4億人がム

スリムであり、彼らをターゲットとしたインバウンドビジネス

の拡大策は検討に値します。九州においてもムスリム誘

客に向け自治体、学校、空港などが対応策を実施して

いますが、まだ、個別対応の域を出ておりません。それ

ぞれマーケットの重要性は認識していても横の連携が

少ないことから、観光地としてムスリムからの認知を得ら

れていない状況です。FFGとしては状況改善の一助とな

るべく、東南アジアイスラム経済圏の視察団やハラル対

応セミナーを開催し、イスラム教、ハラルへの理解を深

める取り組みを鋭意推進しています。 

特 集 :  九州のインバウンド展開
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問題としてインフラの点を追加すると、他の都市部同

様、ビジネスホテルが不足しており、需要に対して供給

が追い付いておりません。今後、外国人旅行者誘致の

対策を進めていく中では喫緊の課題で、施設の増加だ

けでなく、外国人旅行者の様々な習慣、カルチャーに対

応可能なものであることも、当然、視野に入れた拡充、

整備が求められます。余談ですが、現在の福岡市の宿

泊施設供給状況を鑑みますと、大物アイドルのコンサー

トが開催される際には宿泊施設がフル稼働となるため、

市内から遠く離れた、車で2時間以上の地域まで宿を求

める方が、ざらにいらっしゃいます。

さいごに

在シンガポールの日本人の方々と情報交換をする中

で、いろいろな方から『勤務先として九州は人気が高い

んですよ』といった話を耳にすることがあります。日本人

が実際に住んでみた話ですから、観光旅行で訪れる話

とは異なりますが、九州を評価いただいている言葉とし

て、大変、嬉しく感じております。

九州でも地方部の主要産業は観光です。農林水産

物を除くと輸出産業は乏しく、海外の成長を取り込む（

外貨獲得）ための観光客、宿泊客拡大はどうしても必要

であり、国内旅行客の取り合いは人口減でパイが縮小

する中では、地域経済を維持することができません。前

述のとおり、九州のインバウンド状況は全国シェア10％

（韓国を除くとシェア5％）と、低調です。同じ日本人から

見ても魅力があれば、訪日外国人旅行者へのアピール

する“武器”を持っているということですし、九州の立地

条件、観光資産を勘案すれば、伸びしろは残されてい

るはずです。これからの取組方法、やり方次第では、九

州はまだまだ取り込み拡大のポテンシャルを秘めている

と考えます。

特 集 :  九州のインバウンド展開

執筆者氏名

吉田　圭一郎　（よしだ　けいいちろう）

経   歴

1995年4月　福岡銀行入行

日本国内の営業店、本部での勤務経験を経て、2015年4月より

シンガポール駐在員事務所長を務める。国際部門の業務に携

わった経験は殆どなく、今回のシンガポール赴任が初めて。
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特　集

はじめに

企業のシンガポール進出が落ち着きはじめ、親

子留学、教育移住が流行っています。偶然にも今

シンガポールにいる方は、この恵まれた機会を最

大限活かしてほしいと思います。まず、海外赴任が

決まったご家庭が最初に悩むことは、お子さまの

「学校選択」ではないでしょうか？　子供の学校（教

育）選びは自分たちのコミュニティー選びと似ていま

す。子供達は、そのコミュニティーで1日の大半を過

ごし生涯の親友と呼べる人々と出会い、親たちも学

校関連の事に時間を費やすことになるでしょう。

充実した日本人学 校

まず第一の選択肢となるのが日本人学校です。

幸運にもその地域に日本人学校があるのなら行か

ない手はありません。行きたくても日本人学校がな

い地域は世界中にたくさんあります。そのまま日本

人学校に行けばまず、異国にいながらにして日本

の学習が途切れることなく継続できます。特にシン

ガポールの日本人学校はレベルが高いことで有名

です。実際、日本の中高一貫校や国際化に力を入

れている学校も、シンガポールまで優秀な日本人

生徒を募集に来ています。また、「道徳」のクラスが

日本と同じようにあることは非常に魅力的です。イン

ター校でも似たような授業がありますが、根本的な

考え方が違います。やはり、日本人としての感性や

美徳は失いたくないものです。日本の礼儀作法、挨

拶、団体行動なども学校生活を通じて向上します。

日本に帰国予定の方は、受験や帰国時にソフトラン

ディングしやすいというのもポイントです。		

また、「異文化の理解」やネイティブの先生による英

語での「イマージョン教育」にも力を入れています。

他国の日本人学校のように国際学級がない代わり

に、体育、音楽、家庭科、美術等を英語で授業を行

うのです。地元の公立校との交流あり、ＩＣＴあり、英

語の授業あり。シンガポールの気候、動植物などに

も対応した授業も行われており、先生方の熱意、創

意工夫が感じられます。授業料もインター校と比較

した場合、約1/4とお得です。（チャート2．参照）

でも、何 故インター校？ローカル校？

では、なぜ学校選択で迷うのでしょう？其々の家

庭の教育方針や、子供の将来の環境をどう考える

かという価値観が違うからでしょう。先に述べたよう

に日本人学校は、将来的に日本に帰る子供達の為

＋当地ならではのプログラムの両方が魅力です。し

かし、一旦帰国だけれど、また海外の可能性という

ご家庭はもっと先を考えるでしょう。インター校やロー

カル校の常時英語というレベル、またその環境も魅

力です。決められた短い期間の赴任ゆえに、あえて

子供に異文化を体験させる、という理由もあるかもし

れません。

それでは、ローカル校からみていきましょう。　費

用の面でも学力の高さでも魅力的ですが、日本人

同士の夫婦でPR保持者でない大半の方にとっては

非現実的です。具体的理由は２つです。

1）	 学校選択の余地がほとんどありません。（優

先権は、シンガポール国民、PR,　アセアン諸国の

イ ン タ ー 校 の メリット＆ デメリット

International  Gakko Asia
Direc tor

大畑　華子
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順で、外国人枠の我々は優先権なし）。全くの外国

人でローカルのトップ校（ラッフルズ、アングロチャイ

ニーズ、ファ－チョン、ナンヤン等）に入学できたの

は、かの有名なジム・ロジャーズさんの娘さんとあと

数名くらいなものでしょう。最近は、任意の寄付金を

要請されるようですが、一体いくらなのか想像できま

せん。その他注意すべき点は、ローカル校とローカ

ル系インター校は全く違うという事です。

2）	 日本人は英語力不足・欧米人は学力不足（

地元の学校にESLのクラスなどない為、学年を落と

せば許可という場合も）

ちなみにOECDが発表した2015年度のPISA（学

習到達度調査）速報では、1位シンガポール、2位

香港、3位韓国、4位日本＆台湾となっています。

このようにシンガポールの生徒は学力が高く、逆

にある程度のレベルのローカル校に入れてもらえた

人は非常に幸運です。しかし、レベルの高いローカ

ル校は中国語の免除もなく、学年が上がると勉強の

内容が難しくなる為、親子共に気力と体力が必要で

す。また、シンガポリアンでも名門校へ入学後、その

中で切磋琢磨する為に家庭教師をつけることが一

般的です（＄180/時間が相場。小学校の主要4科

目すべてに家庭教師をつけると月1000ドル以上の

コスト）。当然、その他のお稽古事もやっています。

人気、実力がある家庭教師の先生は兄弟、親戚の

間でがっちり握られており、外国人にはまわっては

きません。また、小学卒業試験のPSLEにどのように

対応するのか？と考えただけでストレスを感じます。

　

やはり外国人扱いの我々には、入学そのものま

た入学後の競争を考え、日本人学校以外で考える

場合はインター校を選択するということになるのでし

ょう。ちなみにマレーシアのサルタン（王様）達の子

弟もわざわざシンガポールのインター校で学ばれて

おりますし、インドネシア大統領のご子息も昨年シ

ンガポールのインター校をご卒業なさいました。

しかし、日本もシンガポールもインター校は学費

が高いです。高校生レベルになると3年間だけで1

千万円超えの学校もありますが、お金持ちだけが

行く学校ばかりではありません。そして、良いと言わ

れている学校は世界中同じで簡単に入学できませ

ん。英語がネイティブでも入学できないアングロサク

ソン達をたくさん見てきました。　

費 用比 較
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ところで、「M」ファクターという考えをご存じの方

も多いと思います。言葉を学び・操り（management）、

言葉を維持する（maintenance）能力の相互作用が

より幅広い認識力に繋がるという考えです。私は、こ

の「M」ファクターに親として、言語学者として、教育

コンサルタントとして共感しています。例えば、一つ

のものを表す言葉はそれぞれ言語によって微妙に

異なる場合がありますが、その微妙な表現の違いの

鬩ぎあいを常に経験している多言語使用者は、より

柔軟に豊かに表現できるようになるという考えです。

複数の言葉を話せるようになると、ただ単に他の言

語が上手に話せるだけでなく、創造力が養われて、

他の科目（科学、歴史等）にも応用され総合的な能

力が向上するというのです。また、7歳までに脳の音

（多言語における音素、トーン等）を認識するしわを

刺激するとそれは一生身に付くという説もあります。

ゆえにインター校の多言語環境からもたらされる力

ははかり知れないものとなります。　

インター校のメリット・デメリット

インター校で学ぶメリットとして、英語が自然に

身につくことへの期待があります。特に付属の幼稚

園から入れば無試験で小学校に上がることもでき、

英語の面では苦労することなく 馴染むことができま

す。小学校Ｇ4くらい迄ならＥＳＬクラスを併用するこ

とで、そこを抜ける事が出来ればメインストリームで

多国籍軍たちと一緒に学べます。			 

							     

　そして、本当のメリットは、もっと別のところにありま

す。冒頭で少し触れたように敢えて今までとは違う

コミュニティーに入ることです。世界中の国からきて

いるクラスメートと生涯の友となる・ケンカをする等は

当たり前です。場合によっては家族ぐるみでのお付

き合いもはじまります。それから、面白い視点で教

育を受けられます。似たような内容の教科でもアプ

ローチの仕方が全然違うのです。異なる歴史認識、

世界のニュース、文化も身近に関わらざるを得なく

なります。自分の知っている領域外の友人が大多

数を占め、異文化対応力がつきます。同じ年齢でも

体力、知力にかなりの差があり、飛び級してドンドン

先に進む生徒からマイペースな友達もいます。つま

りこれは、世界における現実社会の縮図なのです。

学校によっては、生徒一人一台、iPadやMacを貸与

してもらえたり、バイオリンなど高額な楽器も貸与し

てもらえるので家へ持ち帰って練習させてもらえま

す。中高生になると、勉強だけでなく課外活動や奉

仕活動でも忙しく、タイムマネージメントも自分です

るようになります。授業ではテーマを深く掘り下げリ

サーチし、自分なりの結論を論理的に発表すること

に重点が置かれています。その為積極的になり、人

前で物怖じする事がなくなってきます。世界各国の

大学についての説明会やキャリアガイダンスも開催

され、将来についての選択肢が広がります。日本に

も、米国にも、イギリスにも可能性が高まり、選択肢

があるということは、それだけでも価値があると思い

ます。

デメリットはＧ5、Ｇ6くらいで編入しようとすると、

ネイティブでない生徒は英語の試験（ＩＥＬＴＳ）でス

コアを提出しないと要件を満たしません。日本で大

変優秀な生徒で学力に問題ないのに、英語だけで

引っかかってしまう生徒さんを見てきました。また、

ＩＴ化が進んでいてプリント等が殆どなく、自分で学

校のお知らせを見落とさないように見なくてはいけ

ない（常に自動メールが送られてくるわけではない）、

教科書がないので今何を学んでいるか学校のウェ

ブサイトにログインしてチェック（勿論、全部英語）

しなければならいという自己責任が発生します。ま

た、お行儀が悪くなった、清潔の概念が違うという声

も聞きます。これもまた現実社会の縮図です。宿題

もＰＣを使うものが多いのでゲームで遊んでいるの

か算数の宿題をやっているのか分からない時もあり

ます。日本語補習校に行ったり、母国語をいかに持

続させるかというジレンマもあります。ＰＴＡやボラン

ティア活動も盛んです。親が交代で子供のクラスに

行って全員の前で英語の絵本を読むとか、自分の

国の料理や文化を紹介する行事があったりします。

先生との面談も英語を喋りたくない人には苦痛かも

しれません。

特 集 :  インター校のメリット＆デメリット
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IB（国際バカロレア）プログラムについて

上記で述べてきた事の多くは国際バカロレア（Ｉ

Ｂ）プログラムの良いところと重複しています。そし

て、最後までやり遂げて、ある程度のスコアでＩＢＤ

Ｐ資格をとることは簡単ではありません。このＩＢプ

ログラムとは、簡単に言うと、世界共通の評価基準

で、圧倒的認知度があります。例えば英検何級と

言ってもそれは日本国内で評価される資格です

が、TOEFL何点だと世界の大学の書類審査の一部

として使えるということです。IBDPも同じです。アメリ

カの高校でSATの成績を上げることは、アメリカの大

学に進学するなら重要ですが、日本やイギリスの大

学受験には役立ちません。イギリスの国家カリキュ

ラムはI/GCE、A-levelが主流でした。しかし、現在

では多くの欧州の大学が ＩＢＤＰの成績を重視して

おり、結果次第で世界各国のトップレベルの大学へ

のパスポートになります。ご存知のように日本でも従

来型の偏差値教育に疑問を持ちはじめ、2021年に

センター試験を廃止し、世界の基準へ合わせるべ

く2018年迄にＩＢ認定校を２００校まで増やすと文科

省が発表しています。

先ほど、現実社会の縮図と表現したように、ＩＢは

学びの仕方が複雑に変化する現実世界に対応し

ています。複眼的思考力、深く幅広い学習を課さ

れるので、これをやり遂げＩＢＤＰ資格を取得した者

は、知力、精神力ともに高いと評価されます。決まっ

た期間内での多読、論文提出に加え、沢山の発表

をやらされるので自然とプレゼン・ディベート力が

高まります（その様は、ビジネススクールの学生のよ

うです。）。６科目＋課題論文（Extended　Essay）

＋知識の理論(Theory　o f　Know ledge )＋CAS 

(Creativity,　Action,　Service=社会奉仕活動、社

会問題解決のためのプロジェクト等)を終了し、しか

もこの６科目のうち、最低3科目をＨＬ（ハイヤーレ

ベル、大学1、2年相当）で選択しなければなりませ

ん。それから、母国語言語Ａ（ハイヤーレベル相当）

を2科目終了するとバイリンガルディプロマも取得で

きます。　このハイヤーレベルで好成績だと、大学

の単位として認められ、結果として少し近道ができ

る可能性もあります。

インター校の選 択の 仕 方/Do’s  & Don’t s

しかし、ただ入学したい、合格したいだけで、本

来の目的・理由が明確でないと長続きしません。ど

の学校も良い学校です。学びの場に良い悪いはあ

りません。親として自分の子供にどんな大人になっ

てほしいのか？子供本人はどうしたいのか？どうな

りたいのか？その心構えからはじめないで、順序を

間違えてスタートすると、修正に時間がかかります。

インター校のアドミッションの人と話したり、お手

伝いをする機会がよくありますが、家柄、親の職業

や地位はあまり関係なく、生徒の伸びしろを見てい

るような気がします。

【インター校選びのチェック項目リスト】

□　校長先生はどんな方か？（経験、実績）

□　学校の方針、哲学、決まり事　(Profit/Non-

　　　　profit)

□　教員の質、バックグラウンド、離職率

□　学校で取得できる資格　（IBDP, I/GCSE, 　

　　　　A-Level, AP, and etc…）

□　英語のサポート体制が整っているか？（日本

　　　　から直接来た場合）

□　外国語の選択肢　（特に中国語、日本語）

□　ＩＣＴ，算数のアプローチ法、宿題はどうか？

□　放課後の活動、スポーツチーム

□　在籍生徒のバックグラウンド、国籍　（偏って

　　　　いないか？日本人が多い、少ない）

□　学校の規模、施設

□　一クラスあたりの人数　（補助教員の有無）

□　ＰＴＡの組織、その他コミュニティー

□　授業料以外でのその他費用

【Don’ts】

＊	 家から近い、遠いという単純な理由だけで

学校を決めてはいけない。（インター校のスクール

バスは生徒がたった一人でも、必ずその生徒の家・

コンドの前に止まってくれる）

＊	 きれいな建物や新しい施設だけに目を奪わ
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れて学校を決めない。

＊	 友達や会社の仲間のお子さんも行っている

という理由で同じインター校にしてはいけない。（其々、

そのお子様にあった場所がある）

＊	 子供が高学年の場合、本人がその気では

ないのに、親のエゴでインター校へ入れてはいけな

い。

＊	 親は英語が苦手・家から遠いという理由で

学校の行事やボランティアにあまり参加しない。（放

った分だけまた自分たちに戻ってくる）

【Do‘ｓ】

＊	 インター校へ行きたいと決めたら、早めに

準備、書類提出する。（ウェイティングリストのある学

校はずいぶん減ったが、希望の学年で募集がない

場合もある。）

＊	 家庭の今後の方針を夫婦、子供でよく話し

合う。

＊	 分からないことがあったら、先輩ママやプロ

のアドバイザーに助けを求める。

＊	 実際に希望校へ行っている学校の生徒さ

んと話しをしてみる。

＊	 アドミッションと良い関係を保つ。（学校も

傲慢な親やトラブルを予期出来そうな家庭を避けた

い）

＊	 年齢が小さいほうが英語や他のテストを受

けずにすむ学校もあるので（Ｇ4くらい迄）、すぐ入

学させる。（小さい時は判断能力に欠けるので親が

導く）

＊	 熱心な先生や意欲的な生徒の顔を実際に

ご自分の目で足で確かめに行く。

インター校とひとくくりに表現しがちですが、ノン

プロフィット校と呼ばれるところとプロフィット校では

多少違いがあるように感じます。ノンプロフィット校

（＝トラスト校）と呼ばれる学校は、歴史と伝統もあり

根強い人気と実力があります。ノンプロフィット（非

営利）の教育機関はビジネスではない、利益を追求

しない為（授業料が安いという訳ではない）、学校の

求めるレベルの生徒がいない場合、クラスを埋める

ためや経営の為にレベルに達しない生徒の入学許

可をしないのです。その為、学校や生徒の質を一

定に保つ事が出来ます。高い授業料は先生たちや

生徒達に必要な物、事、研究、奨学金等に使われ

ます。先生たちの離職率が少ないのでノウハウが蓄

積されています。

一方で極端な例ですが、プロフィットスクール（営

利教育機関）は授業料を払える人ならレベルに達

しない生徒でも入学許可をする、親が払っている高

額な授業料は経営陣の高額な給料となり、必要な

本や施設にお金が回らない場合もあります。経営者

は、先生達の給料を抑える為バックグラウンドが違

ったり、経験が浅い先生でも雇います。そして、学

校の宣伝の為に派手に広告をうったり、有名な人に

多額なお金を払って講演に来て貰います。

＊ノンプロフィット校（＝トラスト校）は、シンガポー

ルインター校の中では、ＵＷＣ，ＳＡＳ，ＴＴＳの3校

のみです。

インター校 最 新 情 報

多くの学校が日本人の素晴らしさに気づいてくれ

ています。そこで日本人をもっと入学させるべく、英

語がディフォルトで設定されていたインター校もESL

のクラスや制度をつくり始めました。一つの例がＵＷ

Ｃ (United World College)です。ESL(=EAL)必須

の生徒の枠は元々少ないですが、能力があれば英

語に多少難があってもチャンスが回ってくるようにな

りました。

SAS (Singapore American School）もなるべく早

い段階でESLのクラスに入って貰い、G3〜G5の時

に英語のテストをして問題なければそのまま上にあ

がれるという話でした。合格を貰った一部の日本人

の方々はとりあえず5000ドルほどの予約金を払い、

籍だけは確保し、ギリギリまで日本人学校でがんば

りコストを抑えるという方もいるようです。（このように

defer、入学延期を低コストで許可してくれているイ

ンター校は私の調査では今のところSASだけです）

名門Dulwichも方針を変え、ESLクラスを作りまし

た。以前より多少入りやすくなったとの噂です。英

特 集 :  インター校のメリット＆デメリット
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国式がご家庭の方針にあっている場合には朗報で

す。

TTS (Tanglin Trust School) は高学年になると、

英語があまり話せなくても（といってもある程度のレ

ベルを求めますが）日本人の学力を認めており、歓

迎しているようです。

Furen International School（輔仁）という学校は

新しいですが、寮もあり、中国語に力を入れたい、

日本人が殆どいないほうが良いという生徒さんには

あっているかもしれません。

Nexusシンガポールは本場イギリス、元イートンの

ヘッドマスターがやってきたので、将来的にイートン

も含め視野に入れている人には期待ができそうで

す。

CIS (Canadian International School)もＥＳＬの

サポート体制が整っている事、中国語と英語のバイ

リンガルコースも併設、放課後の活動も種類が豊富

で無料のものが多く人気があると理解しています。

インターナショナルスクールも増え、以前のように

何年待ちというウエイティングリストもほとんどなくな

りました。今こそ、言葉や文化の垣根をとり払う良い

チャンスなのではないのでしょうか。ネット上の情報

の3/4は英語であるという事実、アングロサクソンだ

けの言語としてではなく世界の多様な価値観を持

つ人々の共通のツールも身に付くという位置づけで

考えるとやはり無視できません。

おわりに

最後に、今まで示したデータや研究者たちの理

論が身もふたもなくなりそうですが、敢えて指摘しま

す。全ての基準が日本のまま、言葉だけ英語が上

手くなっても、意味はありません。英語＋他言語に

機敏な異文化対応能力（Agil ity）や得意なこと（専

門性）を伸ばすことが理想です。しかし、多言語で

学習することは楽な選択肢ではないし、すぐに結果

が出るものでもないということも認識しておかなけれ

ばいけません。学校を変えても、親と子の双方の意

識改革と毎日の小さな取り組みから変えていかなけ

れば本質は何も変わらないでしょう。そして、思った

事、信じた事に対してまず行動を起こすことも必要

です。音楽でも、スポーツでも、趣味でもどんどん

「種」を蒔く。その幅広い「種蒔き」が出来ているこ

とのほうがどこの学校に行くかという議論より大事で

す。そして、教育を通してでしか変えられないことが

あると信じています。　私の使命は、自らの経験や

知識をもとに助けを求める方々とご一緒に学校選び

をお手伝いし、一歩前へ背中を押して差し上げるこ

とだと思っています。

執筆者氏名

大畑　華子　（おおはた　はなこ）

経   歴

ハーバード大学(言語学)修士課程卒業、外資系銀行に勤務

後、香港中文大学で教鞭をとる。

自身の子供のインター校探しに苦しんだ経験から、現在は教

育コンサルタント/スクールコーディネーターとして学校選択・

申請をサポート。インターの転校・編入からアフターフォローま

で実施。

特 集 :  インター校のメリット＆デメリット
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Board）のサイト（http://www.edb.gov.sg/）によ

れば世界経済フォーラムの「世界競争力レポート

2013-2014」において、シンガポールは汚職の少

なさ、政府機構の効率性の高さなどから都市の競

争 力 ラ ン キ ン グ に お い て 世 界 2 位 、 世 界 銀 行 の

「 ビ ジ ネ ス 環 境 の 現 状 2 0 1 4 」 に お い て 、 シ ン ガ

ポ ー ルは「世界で最もビジネスに適した国」に選

ばれる等、高い評価を得ている。

更に、EDBはシンガポールをセキュリティに関

す る ア ジ ア の リ ー デ ィ ン グ ハ ブ と す べ く 、 セ キ ュ

リ テ ィ 産 業 を 推 進 す る 戦 略 的 機 関 と し て 内 務 省

（MHA：Ministry of  Home Af fa irs）との連名でセ

キュリティ産業プログラムオフィス（SSIPO：Sa fety 

& Secur ity Industry Programme Off ice）を立ち

上げている。本プログラムでは、国土の安全や都

市化に関する諸問題に対し、セキュリティ関連企

業と協力してソリューション開発していくとうたわれ

ており、更なるセキュリティ強化に向け、ソリューショ

ンベンダの事業機会の拡大が見込まれる。

フィリピン、タイ、インドネシアなどシンガポール

の周辺国はいずれもテロ危険度の高い国にランク

付けされていながら、シンガポールがこれだけ高

い安全性を評価されるという事は、シンガポール

の安全対策が極めて高い事を示していると思わ

れる。しかしながら、テロの脅威は年々深刻になり

つつあり、さらなる安全対策の必要性は増してい

ると考える。

１．	 はじめに

今 年 、 建 国 5 0 周 年 を 迎 え た シ ン ガ ポ ー ル は

東 南 ア ジ ア で 最 も 先 進 的 な 国 家 で あ る 。 こ れ ま

で ア ジ ア の ハ ブ と し て 外 資 を 積 極 導 入 し な が

ら 社 会 イ ン フ ラ 整 備 を 行 っ て お り 、 チ ャ ン ギ 国

際 空 港 の 大 規 模 拡 張 や マ レ ー 半 島 高 速 鉄 道

な ど 、 グ ロ ー バ ル な 経 済 成 長 に 合 せ て 、 今 も な

お 発 展 し 続 け て い る 。 ま た 、 シ ン ガ ポ ー ル は 世

界 で も 有 数 な 安 全 な 国 家 と し て も 認 め ら れ て い

る 。 都 市 の 安 全 ・ 安 心 に は 最 新 の 技 術 が 導 入

さ れ 、 I C T （ I n f o r m a t i o n 　 & 　 C o m m u n i c a t i o n 

Techno l ogy）を活用したスマートネイション構想

として、全土にセンサーネットワークを張り巡らし、

集めたデータを安全な国作りに向け分析、活用す

る事も進められている。

一方で、ASEAN周辺国では宗教や人種対立

なども多く、テロのリスクが高まっている。本年8月

のタイ・バンコクにおける爆発テロ事件では死者

20人となる、タイ史上最も痛ましい事件となった。

シンガポールにおいても対岸の火事とは言えず、

セキュリティ対策はますます重要になっている。

２．	 シンガポールにおけるセキュリティ
　　関連事情

国際的調査機関のInstitute for Economics & 

Peace（http ://economicsandpeace.org/）によ

り発表された2014年のGlobal  Terror ism Index

ではシンガポールは世界で最もテロの影響を受

けにくい国の一つになっている。また、シンガポー

ル経済開発庁（EDB：Economic　Deve lopment 

特　集

シ ン ガ ポ ー ル 市 場 を 見 据 え た 社 会 イ ン フ ラ セ キュリティ
Hitachi  Inf rastruc ture Systems (Asia)  P te.  Ltd .
CTO & Div is ion General  Manager　　　　
羽鳥　文雄
Hitachi  Kokusai  Elec tr ic  Inc . 
Senior  Engineer
伊藤　渡



14

３．社 会インフラセキュリティ

社会インフラとは、国民の社会生活や企業の経

済活動の基盤となる施設、設備、システムなどを

指す。図１に示すように、社会インフラは、電力、

ガス、水道、鉄道をはじめとして、政府、金融、医

療などの様々なサービスを社会に提供するもので

ある。社会インフラは、24時間、３６５日、どんな時

にも最低限必要なサービスを提供する事が期待

される。これは社会インフラシステムのもつ重要な

特徴のひとつと言える。また、これらのサービスは

独立して存在するのではなく、相互に依存しあう

形で成り立っている。

　一方、「セキュリティ」と言えば一般的には情

報セキュリティ、つまり情報の保護が思い浮かぶ

かもしれないが、対象を社会インフラに拡大した

場合、情報の保護だけでなく、あらゆる脅威に対

して社会インフラがサービスを提供し続けられる

と い っ た 観 点 で も セ キ ュ リ テ ィ に 取 り 組 む 必 要 が

ある。ここでは、これを「社会インフラセキュリティ」

として、次項にて空港、駅、施設を対象事例とし

て社会動向や技術の潮流について述べる事とす

る。

４．社 会インフラセキュリティの動向

(1)　空港トータルセキュリティ

空港のセキュリティは、9・11米国同時多発テロ

を境に劇的に強化されたが、9・１１以降にも2005

年7月のロンドン同時爆破テロ事件、2007年6月

の英国車爆弾テロ未遂及び空港施設へのテロ事

件、2011年のドモジェドヴォ空港爆破事件など、

交通機関を標的としたテロ事件が世界各国で発

生している。

空港には、不特定多数の利用客が滞留する一

般エリアと、特定者のみが出入りを許される制限

エリアなどといった様々な区分がなされており、空

港会社が警察や消防と連携しながら管理運営を

行っているが、空港ビル内ではショッピング等の

滞留とスムーズな搭乗処理と犯罪の巧妙化・凶暴

化に対応していく必要がある。これには、過剰な

セキュリティを意識させずに、犯罪者および不審

者 の 早 期 発 見 と 追 跡 を 行 い 、 付 近 の 旅 客 ・ 空 港

関係者の安全確保を両立させることが重要と考え

る。

（２） 駅セキュリティ

日本の事例となってしまうが、2012年5月、東

京メトロ副都心線・渋谷駅で男性が男に刃物で切

りつけられて大ケガをした事件は、警視庁の捜査

により数日で犯人逮捕・解決となった。

本捜査で犯人逮捕の決め手となったのは、東

京メトロの駅設置の監視カメラと渋谷駅近くの路

上に設置されている防犯カメラ映像であった。シ

ンガポールにおいてもも駅構内、商業施設、街中

といたるところに監視カメラが設置されているが、

日本国内でも2015年に約350万台のカメラが設

置されているという報告があり、コンビニエンスス

トアに代表される流通分野、ATM監視の金融分

野、鉄道・空港などの公共交通分野、発電所など

重要施設分野における犯罪抑止や事件・事故の

記録・捜査支援のため、さらには河川や火山など

の防災用遠隔モニタリングや道路の交通渋滞監

視などを目的として、年々増加の一途をたどって

いる。これらを有効に活用してゆくためには、監視
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による犯罪抑止効果だけでなく、安全システムと

して更に高度化していく必要があると考える（図２）　

例えば、高速画像処理の応用による不審者の事

前検知、ならびに追跡による周辺乗客の安全確

保が、将来の安全システムの一端を担うと考えら

れる。

（３） 施設セキュリティ

施設セキュリティは、イベントホールや大規模

小売店舗、オフィスビル、工場、研究所、データセ

ンタ、銀行、マンションなど、形状もそこに居合わ

せる人々も非常に多種多様である。同様に、不特

定多数の人々が集まる場所、特定の人々のみが

利用する場所と、施設に応じたセキュリティが検

討され施されている。ここでは、例えばデータセン

タや銀行、研究所など、セキュリティレベルの高い

施設では、入退室にあたって、高精度な個人認

証が用いられている。またイベントホールや大規

模小売店舗などでは、監視カメラを活用した映像

監視が行われている。認証に用いられる個人情

報や、監視カメラ等で取得しうる各種データの取

り扱いも含め、多様な観点から、それぞれの用途

に合せた適切なシステムを選定する事が重要とな

る。

５．社 会インフラセキュリティを実 現する
     技 術動向

（１）生体認証技術

データセンタや銀行、研究所など、セキュリティ

レベルの高い施設では、個人認証においてもより

高精度な認証方法が求められる。個人認証にお

いては暗証番号やパスワードなどの知識認証や

ICカードなどを利用した所有物認証がこれまで普

及している方法である。しかし、これらは成りすま

しが可能である事から、最近、本人しか持ち得な

い特徴に基づく認証として身体的特徴を利用す

る生体認証の有効性が注目されている。生体認

証には指紋や顔、静脈や瞳の虹彩などが使われ

ている。

生体認証はあらかじめ個人の生体情報を登録

しておき、この情報と認証時に入力された生体情

報を照合し、類似度により本人判定を行う。入力

される情報は周辺環境や温湿度条件等により登

録された情報と完全一致する事はほとんどなく、

閾 値 を 設 け て 判 定 す る 事 に な る 。 こ の 閾 値 を 厳

しく設定すれば誤って他人を受け入れてしまう他

人受入率（FAR：False Acceptance Rate）を下

げ ら れ る が 、 誤 っ て 本 人 を 否 定 す る 本 人 拒 否 率

（FRR：False Reject ion Rate）が高まる事にな

る。つまり、安全性は高まるが利便性が低くなって

しまう。逆に本人拒否率を低くして利便性を高め

れば、他人受入率が高くなり、安全性が下がる事

になる。セキュリティにおいては他人受入率が高

まるのは大きな問題になる。

生体認証は本人しか持ち得ない特徴ではある

が、指紋はコピーする事が出来、顔認証は本人の

顔と写真の見分けが出来ないものもある。複数の

認証技術を組合せて安全性を高める方法も提案

されている。システム構築に当たっては、それぞ

れの認証技術の特性を理解することが重要であ

る。

特 集 :  シンガポール市場を見据えた社 会インフラセキュリティ
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（２）映像監視技術

監視カメラや防犯カメラを用いた映像監視シス

テムは、年々増加の一途をたどっており、近年で

は、カメラに画像処理・解析機能を搭載したスマー

トカメラのニーズが高まってきている。例えば、カ

メラで映像を撮像、記録するだけではなく、映像

内の人物の検出および認識、群衆の動き（人流）

お よ び 混 雑 状 況 の 自 動 認 識 な ど の 画 像 解 析 技

術、超高効率画像圧縮など監視業務の自動化や

データ伝送効率向上の取り組みが進められてい

る。

その一例として、重要施設や危険個所への人

物の立ち入りを自動的に発見する侵入者検知機

能を紹介する（図3）。本機能は、画像上に多角形

による矩形の監視エリアや、方向情報を持った仮

想的なセンサラインを設定することが可能で、侵

入者が監視エリア内に所定の時間物体が滞在し

た場合や、侵入者がセンサラインを所定の方向に

横切った場合などに自動的に警報を出すことが

可能となっている。

 

また、商業施設内の混雑状況を自動計測する

混 雑 測 定 機 能 も 紹 介 す る （ 図 ４ ） 。 本 機 能 は、 映

像内に存在する人物や車などの物体の数を推定

し、混雑度として青色から赤色の疑似カラー表示

（ヒートマップ表示）を行う。また、各カメラは地図

上にその位置を配置しており、カメラの映像内の

混雑度と、カメラ映像外の予測混雑度のヒートマッ

プを重畳表示可能となっている。

防 災 ・ 減 災 に 向 け た 監 視 カ メ ラ の 利 用 や 、 事

故・犯罪の早期解決、テロの脅威への対応など、

安全・安心強化を目的としたニーズに加え、マー

ケティングの情報収集に活用したいという市場ニー

ズの高まりもあり、こうした高度な画像解析技術を

組み合わせたスマート映像監視システムの導入

が進むものと考えている。

５．おわりに

シンガポールは資源が無いながらも、政府の強

いリーダシップによる開発戦略が功を奏し、あらゆ

るものを集積して発信するというハブ構想によっ

て急速に発展を進めてきた。これまでは主にハー

ド面でのインフラが中心であったと思われるが、次

はハードとソフトを組合せたシステムとしての発展

に注力していると考える。これは日本も含め、世

界の先進国で一斉に取り組みがなされている状

況であり、社会インフラセキュリティ（図５）は、まさ

にハードとソフトの組合せが重要な分野である。

シンガポールは国全体を“Living Lab“と称し、新

しい技術の取組みに対する支援を行っている。新

しいシステムには新しいコンセプトの実証（PoC： 

Proof of  Concept）が不可欠である。シンガポー

ルとの連携で実証したセキュリティシステムを周辺

国に展開していくという事は、新しいビジネスモデ

ルのグローバル展開という観点においても大変有

効であると考えている。
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特 集 :  シンガポール市場を見据えた社 会インフラセキュリティ
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日本では、2011年の東日本大震災以来、エネルギー

セキュリティの確保（スマートグリッド構築）を主なテー

マとして、スマートシティ、スマートコミュニティに注目が

集まったものの、最近は一時ほどの盛り上がりはありま

せん。これに対してアジアの国々では、これからがスマー

トシティづくりの本番であり、動きが活発です。

アジア、特に新興国では、スマートシティというと、

高速道路や鉄道、港湾、上下水道、電力網などのイン

フラ整備が中心です。これは、先進国で進められてき

たスマートシティづくりとは異なる、新興国に特有の動

きです。その一方で、インフラ整備とは別のスマートシ

ティづくりも進み出しています。目立ってきたのが、ICT

を活用して生活の利便性を高めたり、安心して暮らせ

る街を作ったりする取り組みです。医療（病院）を中心

とした街づくりや、定年退職したシニア世代をターゲッ

トにした街づくりも新しい動きです。本稿では、ASEAN

におけるスマートシティづくりの動向をまとめます（表1）。

「QoLの向上 」を目指している点は世界 共 通

国や自治体が示すスマートシティのビジョンなどを見

ると、最終的に目指すものが、住民にとっての生活の

質、つまりQoL（Quality of Life）を高めることだという点は

共通しています。そのために各都市が抱える課題を解

決し、住民にとって快適で、安全かつ安心できる生活環

境を、持続的なものとして実現することが、スマートシティ

づくりといえます。

「快適で、安全かつ安心できる生活環境」を実現する

ために必要なものは、それを捉える規模や、既存の都市

の状況によって大きく異なります。そこで暮らす人々の

特　集

年齢分布や、気候、自然災害の頻度といった条件も影

響します。

例えば、QoLを地球規模で意識すると、気候変動と

CO2排出量が大きなテーマになります。このため、日本

を含む世界のスマートシティプロジェクトの多くに「低炭

素」の概念が盛り込まれ、そこに影響の大きい発電施設

の在り方に話が及びます。

　

これが都市の単位になると、QoL向上のための課題

が国や地域によって違ってきます。インフラの整備状況

や、そこに住む住民の数などが異なるからです。 

　

新興国では、整備が進んでいないインフラの構築が

都市開発プロジェクトの中心になりますが、先進国で

は、都市の基本インフラはほぼ整備されているため、新

規の都市開発プロジェクトはほとんど見られません。代

わりに、そのインフラの上で新しい技術やサービスを導

入して、低炭素化を進めたり、高齢化問題に対応したり

といったケースが大半です。そうしたプロジェクトでは、

例えばEV（電気自動車）やカーシェアリングサービスな

どのモビリティ、使用電力の“見える化”や省エネ、健康・

医療関連の新サービスが見られます。

イ ン フ ラ 整 備 と Q o L 向 上 の 2 面 で 進 む ア ジ ア の ス マ ート シ ティ づ くり

Nikkei  Business Publ icat ions ,  Inc .
Researcher

河井　保博
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特 集 :  インフラ整 備とQ oL向上の2面で 進むアジアのスマートシティづくり

インドネシア

インドネシア経済回廊
（IEDC）構想

スマトラ東部･ジャワ北西部、ジャワ北部、カリマンタン、スラウェシ西部、東ジ
ャワ･バリ･ヌサトゥンガラ、パプアの6地域のインフラ整備構想

Jakarta Smart City

プログラム

スマートフォン向けアプリケーションとGoogleMapsを組み合わせたサービス
を提供。交通渋滞の状況、交通事故、災害などによる被害状況といった情報
を、GoogleMaps上に表示させる。市民は、危険や渋滞の回避に役立てられる。設
備・施設の故障、廃棄物の放置、違法駐車などを市に通知する手段にもなる

Senior Living

インドネシアの中堅ディベロッパーであるジャバベカ（Jababeka）が開発している高齢
者向け街区。国内だけでなく海外からの入居も想定した、いわゆるCCRC（Continuing Care 
Retirement　Community）に似たもの。居住施設を核とし、コミュニティエリア、ゴルフ場な
どの娯楽施設を敷地内に完備する。要介護の居住者向けとして、介護機能も提供する。ジャ
バベカは、Senior Livingの周辺一帯をメディカルシティとしていく構想も持つ

首都圏投資促進特別地域
（MPA）

「成長」「QoL（生活の質）向上」「環境配慮」の3つをキーワードにしたインフ
ラ整備を2020年まで行うことを目的に、インドネシアと日本の両政府が協力して
進めているプロジェクト。ジャカルタの中心市街地への一極集中構造から、ジャ
カルタ近郊のデポック、ボゴール、ブカシ、カラワン、チラマヤといった地域
に交通機関や港湾、空港を整備して、交通渋滞を緩和し、災害に対する耐性を高
め、環境負荷を小さくすることを狙う。ジャカルタへのMRT敷設、チラマヤへの新
国際港の開港などがフラッグシップ事業

スラバヤ市都市環境

改善計画

ジャワ島東部、東ジャワ州の州都で、首都ジャカルタに次ぐ人口300万人の大都
市であるスラバヤの環境改善プロジェクト。急速な都市化、工業化に伴う環境汚
染、特に処理能力を超えて発生する廃棄物の問題解決に向け、分別・堆肥化など
の仕組みを整備した

シンガポール

CleanTech Park

EDBとシンガポールJTC社が進めている環境配慮型の工業団地開発プロジェクトで
ある。シンガポールの西部、ジュロンウエストの近隣に研究機関などを誘致する
ためのビルを建設中。CleanTech Park内で使用するエネルギーをできる限り再生
可能エネルギーで賄う構想を持っており、太陽光発電システム（結晶系、薄膜
系、印刷系）、垂直軸風力発電システム、1MW級燃料電池プラントなどの設置計画
がある

プンゴル・エコタウン

シンガポールで最初のエコタウンプロジェクト。シンガポールの北西に位置する
プンゴル地区に、エネルギー管理、水処理、廃棄物処理、公共交通システムを最
適化した持続可能な街を建設。今後は、街の中央に作った川の周辺にサイクリン
グロードを建設するなど、街のインフラ整備を通してコミュニティづくりを進め
る

Smart Nation
国の至る所にセンサーネットワークを張り巡らし、そこから集めたリアルタイム
データを活用して、安全で暮らしやすい国を作るというビジョン。これに基づ
き、シンガポールをテストベッドとして、各種のプロジェクトを推進する

タイ

アマタサイエンスシティ
（ASC）

産業集積地となっている東部沿岸地域で、省エネルギー化、外国企業の投資優遇
などを背景として、タイの大手ディベロッパーであるアマタなどが推進する構
想。アマタが既に開発・運営している「アマタ・ナコーン工業団地」と「アマ
タ・シティー工業団地」と連携しながら、主に海外企業の研究開発部門、あるい
は研究開発型企業などを誘致する

ナコーンナヨク・スマー
ト・プロビンス（NYSP）

政府が打ち出している「Smart Thailand 2020」ビジョンの最初のプロジェクト。
ブロードバンドの普及を促し、製造業や農業、教育、健康など各分野でのICT活用
を推進する

パタヤ・スマート

グリッド

化石燃料の不足と、それに伴うコストの上昇、CO2排出をはじめとする環境問題な
どに対応するための、太陽光、風力、バイオマスなど再生可能エネルギーを利用
したスマートグリッド構築プロジェクト

A SE AN新興国における都市開発プロジェクトの例
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フィリピン

クラーク・グリーン・
シティ

南部ミンダナオ島・ダバオ地方のダバオ・デル・スル州におけるプロジェクト。
都市全体の監視センター（Intelligent Operations Center：IOC）の設置・運
用。これにより、スムーズな交通環境を実現するとともに、防犯、災害対策など
の機能を強化する

ダバオPSSCC

南部ミンダナオ島・ダバオ地方のダバオ・デル・スル州におけるプロジェクト。
都市全体の監視センター（Intelligent Operations Center：IOC）の設置・運
用。これにより、スムーズな交通環境を実現するとともに、防犯、災害対策など
の機能を強化する

メトロセブ環境都市
セブ市周辺13地方自治体を含む「メトロセブ」（セブ都市圏）の開発。「メガセブ ビジョ
ン2050」を発表。健全で先進的、活気に満ち、公平、そして持続可能な街づくりを目指し、
道路、交通機関、水供給、下水整備、産業振興などを推進する

べトナム

ゴールデン・ヒルズ

ダナン市の北に位置するリエンチエウ区で建設が予定されている環境配慮型のエ
コタウンプロジェクト。ビジネスオフィス地区、居住区、教育・スポーツ、レジ
ャー施設などを建設する。大雨が降る際には洪水のリスクがあることから、洪水
対策が計画に盛り込まれている

ホアラック・ハイテク
パーク

ハノイ中心部から6kmに位置するTu Hiep村のうち、0.167km2の土地を開発する新
都市開発プロジェクト。居住者に対して、樹木など自然に接する環境を提供する
と共に、さまざまな利便性を与えることを目的とし、ショッピングセンター、エ
ンターテインメント施設、教育施設、快適なオフィスビル、医療機関などを設け
る

ホンハー・エコシティ

EDBとシンガポールJTC社が進めている環境配慮型の工業団地開発プロジェクトで
ある。シンガポールの西部、ジュロンウエストの近隣に研究機関などを誘致する
ためのビルを建設中。CleanTech Park内で使用するエネルギーをできる限り再生
可能エネルギーで賄う構想を持っており、太陽光発電システム（結晶系、薄膜
系、印刷系）、垂直軸風力発電システム、1MW級燃料電池プラントなどの設置計画
がある

マレーシア

イスカンダル

（ジョホールバル）

ジョホール州イスカンダル地域の開発プロジェクト。プロジェクト全体に共通の
コンセプトとして低炭素を掲げる。「ジョホールバルシティセンター」「ヌサジ
ャヤ」「西ゲート開発」「東ゲート開発」「ジョホール国際空港周辺」をフラッ
グシップ地域とし、開発を進めている。シティセンターはビジネス街区で、電
気・水・ガス、交通機関、光ファイバーネットワークといったインフラを整備を
推進。ヌサジャヤでは、居住者が多くいることもあり、エデュシティ（教育）、
メディカルパーク（医療）といった分野にフォーカスする。西ゲート開発地区と
東ゲート開発地区はどちらも大きな港があるため、これを生かし、電気や化学な
どの製造業、食品などの企業を集め、輸出入などのゲートとなる街を目指す。国
際空港周辺は、交通の中心地となる、いわゆるエアポートシティを目指すと同時
に、外資の参入を視野に入れ、ハイテクパークなどを設置する

グリーンタウンシップ
新行政都市であるプトラジャヤと、プトラジャヤの西に隣接するサイバージャヤ
で、マレーシア全体の都市にグリーンテクノロジーを浸透させていくためのモデ
ルケースとなるパイロットプロジェクト

マルチメディアスーパー
コリドー

プトラジャヤとサイバージャヤにおける、IT･マルチメディア技術を核としたプロ
ジェクト。マレーシアの行政･産業構造の高度化･効率化を目指し、インターネッ
トを活用したペーパーレス行政、電子取引、遠隔医療などの整備が進められてき
た。現在は、第3フェーズ（2010年～2020年）の完成期に当たる
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人口の増加と都市への人口集中の
同時 進行で 数々の課 題が深 刻化

これに対して新興国におけるスマートシティづくり

は、都市開発、工業区開発、電力インフラの普及、水

処理システムの整備、廃棄物の回収・再利用システム

の構築など、新しい社会基盤作りのプロジェクトが中心

です。

この背景にあるのが、国全体で人口が増えているう

え、その多くが都市に集まっていること。国連の統計に

よると、アジアにおける都市化率（都市部に住む人口

の割合）は2010年段階で約40％。欧米諸国の70〜80

％と比べるとまだ低いものの、2030年には50％を超

し、2050年には60％を超えると予想されています。都

市内での急速な人口増加により、交通渋滞や電力不

足、水不足、住宅不足といった課題が深刻化し、それ

らの課題解決に向け、新たにインフラを構築する必要

に迫られているわけです。

とりわけASEAN諸国で深刻な状況にあるのが、人

口の一極集中に伴う交通渋滞や住環境の悪化です。

このため、交通インフラ中心に都市を再開発する大型

プロジェクトが動いています。例えばインドネシアの首

都ジャカルタでは、近郊の5地域に交通機関や港湾、

空港を整備して、交通渋滞を緩和することを柱とした

プロジェクト「首都圏投資促進特別地域（MPA）」が進

められています。フィリピンでも同国第2の都市圏であ

るセブ都市圏を道路、交通機関、水供給、下水整備、

産業振興などを整備し持続的な都市を目指す総合的

な都市開発が進んでいます。

大都市の諸問題を解決する一方で、郊外や未開発

地に環境面やインフラ整備面で最初から理想的な都

市をつくろうというプロジェクトもスタートしています。代

表例がマレーシア・ジョホール州イスカンダル地域の

都市開発です。

への人口集中の

先 進国では既存 環 境の改善と
高齢化 対 策が目立つ

欧州の各都市では、2025年〜2030年ごろにCO2排

出量を40〜60％削減するという挑戦的な目標に向け

て、「環境先進都市」を目指したスマートシティづくりが

盛んです。再生可能エネルギーを導入し、地域レベル

で熱を供給するなどエネルギー供給を最適化し、公共

交通機関を整備して自動車からのCO2排出量を削減

するといった試みです。

オランダ・ロッテルダムの「クライメート・イニシアチ

ブ」のように工業地帯の低炭素化を図ったり、トヨタ自

動車が宮城県で進める「Fグリッド」のように工業団地で

ICTを活用してエネルギー利用を効率化したりと、より

高度なスマート・ファクトリーを目指す動きも出てきてい

ます。さらに、雇用や産業育成、健康、医療など、広範

な視点で生活の質を高める「ホリスティック・アプローチ

（Holistic　Approach）」という方向での開発も進んでい

ます。

こうした取り組みのうち、先進国に特有なのが、高齢

化への対策を考えた街づくりです。高齢者は病気にか

かったり健康を損なう頻度が高いため、高齢化の進展

によって健康・福祉や医療問題をどうするかが大きな

課題になっています。

2010年時点の高齢化率（国連統計）を見ると、欧州

と日本の高齢化率が高く、先進国の平均である15.9％

を上回っています。イタリアとドイツが20.4％と20％台

を突破。スウェーデンが18.2％、スペインが17.0％、フラ

ンス・イギリスが16.8％といった状況です。日本の高齢

化率は23.0％で、世界最高です。高齢者の対策として

は、自力で活動できる健康寿命を延ばす取り組みや、

高齢者が暮らしやすい環境づくりが挙げられます。米

国や日本では、CCRC（Continuing Care Retirement 

Community）という高齢者向けの街づくりも盛んになっ

てきています。

特 集 :  インフラ整 備とQ oL向上の2面で 進むアジアのスマートシティづくり
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IC Tフォーカスのスマートシティにも焦 点

ASEAN全体を見ると、こうしたインフラ整備を中心と

した街づくりが進む中で、ICTを活用して、より先進的

な街をつくろうという動きもあります。代表例は、シンガ

ポールの「Smart　Nation」や、タイの「Smart　Thailand 

2020」に基づくプロジェクトです。

シンガポール政府がSmart Nationとして目指してい

るのは、国の至る所にセンサーネットワークを張り巡ら

し、そこから集めたリアルタイムデータを活用して、安

全で暮らしやすい国を作ること（写真1）。そのための人

材集めや育成と、産業集積を進めて、シンガポールを

とし、シンガポールの経済発展につなげようという考え

です。2015年4月にはファウンダーズ・フォーラムを開

催し、世界中のベンダーなどに対して、シンガポール

をテストベッドとして活用するよう、参加を呼びかけまし

た。

         写真1●Smart Nationのポータルサイト

           http://www.smartnation-forbes.com

Smart　Nationの実現に向けてシンガポール政府

は、まず、Internet　of　Things（IoT）とビッグデータ活

用のためのインフラ整備を進めます。「Smart　Nation 

Platform」（SNP）というデータ活用基盤を作り、そのう

えで、街灯、交通監視カメラ、自動車のスピード、人通

り、気象・環境といったデータを集約し、活用すること

になります。

　SNPの開発に当たっては、当然、データの安全性

やプライバシーの確保は重要なテーマになっていま

す。一方で、シンガポール科学技術庁（A*STAR）や

シンガポール経営大学（SMU）などによる共同プロジェ

クトで「Urban Computing Platform」の研究が進められ

ています。強固なセキュリティ実現が研究の核の一つ

で、その成果はSmart　Nationのプラットフォームにも

反映されるものと考えられます。

　シンガポール以外では、例えばタイでも、プロジェ

クトが進行しています。タイ政府は2011年に、国として

のICTやブロードバンドを普及・活用していくための方

針として「Smart Thailand 2020」というビジョンを打ち出

しました。これに基づいて、ナコーンナヨク県では、製

造業や農業、教育、健康など各分野でのICT活用を推

進しています。

スマートフォンのアプリを使って住みやすい街に

シンガポールやタイとは異なるアプローチで、より一

層街づくりに主眼を置いた取り組みを見せているのが

インドネシアの「Jakarta Smart Cityプログラム」です。ス

マートフォンアプリを使った仕組みを模索しています。

　

具体的には、「CROP Jakarta」「QLUE」「Waze」といっ

たスマートフォン向けアプリケーションとGoogleMapsを

組み合わせたものです。ジャカルタ最大の課題である

交通渋滞の状況はもちろん、災害による被害、交通事

故といった情報を、GoogleMaps上に表示させます。市

民にとっては、危険や渋滞の回避に役立つ情報にな

ると同時に、設備・施設の故障、廃棄物の放置、違法

駐車などを市に通知する手段にもなるわけです。

CROPとQLUEは、Jakarta Smart Cityサイト構築に

合わせてジャカルタ特別市が開発したもので、両者

で対になっています。QLUEは市民が報告したい場

所やシーンを撮影し、コメントを投稿したり、それらの

情報を閲覧したりする際に使うアプリ。市の職員らは、

こうした投稿があると、即座に対処して問題解決に当

たります。この際に使われる職員用のアプリがCROP

です。CROPはインドネシア語でcepat respon opini 
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publikの略で、「世論への素早い対応」を意味します。

もう一つのWazeは、グーグルが買収したイスラエル

のベンチャー企業が開発した、スマートフォン向けカー

ナビ・アプリです。地図情報や目的地までの経路を示

すナビ機能のほかに、利用者からのレポート機能があ

り、利用者はWazeを通じて渋滞の状況や事故、警察

の取り締まり、天候や道路状況による危険の有無など

の情報を共有できます。Jakarta Smart Cityプログラム

では、これらの機能を集約し、一つの画面上で街の様々

な情報を把握できるようにしています。

海外から高齢者を招き入れるための街づくりも

ICT活用とは少し離れますが、ジャカルタでは、先

進国で動き始めたCCRCに近い街づくりも始まってい

ます。インドネシアの中堅ディベロッパーであるジャバ

ベカ（Jababeka）は、ジャカルタ郊外に高齢者向け街

区「Senior　Living」を開発しています（写真2）。国内だ

けでなく海外からの入居も想定したもので、居住施設

を核とし、コミュニティエリア、ゴルフ場などの娯楽施設

を敷地内に完備しています。要介護の居住者向けとし

て、介護機能も提供しています。ジャバベカは、Senior 

Livingの周辺一帯をメディカルシティとしていく構想も

持っていて、現在、開発を進めています。

実はタイやベトナムでも同様にCCRC的な街づくり

のアイデアが生まれ始めています。その背景には、日

本をはじめとする先進国から、リタイアした技術者の移

住を進め、技術や事業経営ノウハウを移転させたいと

いう意識があります。これも、新興国における街づくり

のトレンドになっていくかもしれません。

       写真2●ジャバベカが開発している

        高齢者向けの街「Senior Liv ing」

執筆者氏名

河井　保博　（かわい　やすひろ）

経   歴

日経コミュニケーション、日経インターネットテクノロジー、日

経コンピュータといったIT関連の専門誌で記者活動に従事。

並行して、オンラインメディアのITproでセキュリティ分野を担

当。2010年1月、日経コミュニケーション編集長。

2013年1月、日経BPクリーンテック研究所（現職）。

特 集 :  インフラ整 備とQ oL向上の2面で 進むアジアのスマートシティづくり
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シンガポールの外国人出稼ぎ労働者と携帯電話

KDDI Singapore Pte Ltd
Manager

松井　達也

先日、仕事帰りに夕食をとり家に帰ろうと歩いて

いた時のこと。シンガポール中心部の高層ビル建

築現場の近くにたくさんの外国人労働者がトラック

の荷台に乗り込み帰宅の時を待っている。ふと、

彼らのほうを見やるとほとんどの彼らの手にはスマー

トフォン。皆が思い思いにスマートフォンをいじり

ながらトラックが動き出すのを待っているのだ。あ

るものはゲームをしているのかもしれない。あるも

のは故郷の家族と連絡を取り合っているのかもし

れない。通信事業に従事するものとして、世界中

でインフラ整備を行ってきたものとして、「ここまで

普及してきたか！」とうれしい気持ちになったのを

覚えている。

いまや日本も含めて多くの国で携帯電話の普

及率は100%を大きく超えている。それだけではな

く、スマートフォンがここ数年で急速に普及したこ

とは皆様の記憶にも新しいと思う。テクノロジーの

進化は常に世界を変えてきた、というと少々大げ

さではあるが、通信インフラの急速な整備、通信

料金や携帯電話本体金額の低廉化はシンガポー

ルの、そして東南アジアの人々に一定の影響をも

たらしてきた。特に貧困労働層といわれる日給20 

SGD未満の給与で工事現場などで働いている出

稼ぎ外国人労働者への影響にフォーカスしてみ

たいと思う。

本題に入る前に各国の携帯電話の普及率を見

てみたい（図表1）。携帯電話契約数を人口あた

りで割った携帯電話普及率だが、ASEAN+日本

で見てみてもシンガポールは断トツで高く158%、

ついでマレーシア、タイ、ベトナムと続く。日本も

100%を越えており2014年時点で119%となってい

る(出所１)。

シンガポールの158％という数字だが、これは国

民１名あたりにつき1.58台ということである。0歳の

乳幼児から100歳のお年寄りまで含めてである。仮

に9歳以下および80歳以上は携帯電話を持ってい

ないとすると、ひとりあたりの携帯電話保有率は180

％以上にも及ぶ(出所２)。しかし、実際には「携帯電

話」をひとりで2台持っているわけではない。あくまで

も何回線契約されているか、つまりSIM(Subscriber 

Identity Module)カードが何枚あるかという統計なの

だ。例えば国内通話専用と、国際通話専用のSIMを

１）はじめに ２）東南アジア各国の携帯電話・

     スマートフォン・タブレット普及率

通信通信



25

使い分ける。会社用とプライベートを使い分ける。ま

た仕事などで近隣諸国から頻繁にシンガポールに

訪問している人はシンガポール用のSIMカードを持っ

ているかもしれない。実際にはそういったカードも全

てカウントされての数字となっている。

続いてスマートフォン および タブレットの普及率

を見てみたい（図表２）。スマートフォンの定義という

のも実は曖昧で、BlackBerryのような端末も含める

のか、昔日本にあったようなPDA端末はどうするの

か等、定義するのは難しい。ただし、一番皆様がピ

ンとくるのはiPhoneのような大きなタッチパネルが前

面についた多機能携帯電話のことだろう。注意頂き

たいのが「スマートフォンの普及率」「タブレットの普

及率」は端末そのものの普及台数のことである。前

述の携帯電話普及率とは異なり、ひとつのスマート

フォンに2枚のSIMカードを差し込んで使っていたと

してもカウントは「１」である。つまり、人口のうち何人

がスマートフォン（またはタブレット）を持っているか、

という指標である。

グラフを見ていただければ分かるがスマートフォ

ンの普及率は88%でシンガポールの圧勝である(出

所３)。もう一度言うが、全人口を母数としているため

0歳の乳幼児も100歳のお年寄りも含まれている。そ

のように考えると547万人のシンガポール人のうち実

に481万人がスマートフォンを、230万人がタブレット

を保有しているということになる。先ほどと同様に仮

に9歳以下と80歳以上を除くとすると母数の人口は

483万人、うち481万人がスマートフォンを保有して

いると考えると、実質ほぼ100％にも達することにな

る（タブレットの実質普及率は48%）(出所２)。この数

字だけを見ると冒頭で申し上げた建設現場からト

ラックの荷台に乗って帰る外国人労働者達がスマー

トフォンをいじっているのはなんら不思議ではないの

である。

では、なぜここまでスマートフォンが低所得層まで

普及したのか？

１つ目は端末そのものの価格である。スマートフォ

ンもピンからキリまであるが、世界のスマートフォン

の平均価格を見ていると2013年の337USDに対し

て2017年では265USDと実に21.4%も下がると予測

されている。さらにアジア地域のみだと2017年には

215USDまで下がることが予測されている(出所４)。シ

ンガポールの平均月給はここ10年で年間平均4.9%

のペースで上昇してきている(出所５)。これにはシ

ンガポール人や外国人労働者でもいわゆるオフィ

スワーカーも含まれることから単純比較はできない

が、給料や他の物品の価格が上がっている状況下

でスマートフォンの価格は下がっており、低所得層

にとっても手の届く範囲になってきている。本体価格

が下がってきた背景のひとつにスマートフォンの各

陣営とも新興国向けの格安スマートフォンを販売し

てきたということも忘れてはならない。記憶に新しい

ところではアップルが2013年に発売したiPhone 5C

がある。同時に発売されたiPhone 5Sの機能と見比

べると明らかに劣るが、価格もその分安く抑えてい

る。Andro id陣営は更に昔から新興国と先進国で

異なるモデルを投入する戦略を取ってきた。例えば

Sony MobileのXperia シリーズだが、Zなどのハイス

ペックモデルに対してMなどの新興国モデルは実に

5分の１程度の価格で販売している。ただし、機能は

最低限、本体容量も２GBしかないなど極端に減らし

ている。また、これらの先進国発信のスマートフォン

に対して、新興国メーカーのスマートフォンの存在も

大きい。例えばインドのMicromaxは2000ルピー（約

3）スマートフォンが 低 所得層まで

     広く普及した理由とは
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3800円）という驚くべき価格のスマートフォンを出し

ている（図表３）。シンガポール自体は先進国なので

こう言った新興国モデルは通常購入できないが実際

にはシムリムスクエアなどこれらの格安スマートフォ

ンが販売されているのを見ることができた。もはやス

マートフォンは先進国の一部のお金のある人々が持

てるものではないのである。

２つ目は通信価格の低廉化である。１分あたりの

通話料については2002年の0.16USDから2014年で

は0.05USDへと69％安くなっている。しかし、それだ

けではない。かつては1分単位での課金があたりま

えであったが、近年になり秒単位または10秒単位で

の課金も増えてきている。実は通話料のタリフを安く

するよりもこちらのほうがインパクトは大きい。例えば

友人と待ち合わせをして、「今着いた」「○○にいる

よ」と連絡したとする。故郷に住む家族にお金を送っ

て「届いた？」「ちょっとだけ子供の声を聞きたくて」

と連絡をしたとする。ほんの10秒や20秒の通話でも

今までは1分分課金されていたが、1秒課金をする

ことで通話料は大幅に下げることができるようになっ

た。このような通信料金の大幅な下落に伴いシンガ

ポールの家庭に占める通信費の割合は年々下落の

一途を辿り2015年では1.5ポイント減少し、3.925%と

なっている（出所２）。

３つ目は無料通話アプリの登場である。Skypeや

LINE, Viber といった無料通話アプリの登場によっ

て低所得の外国人労働者だけでなく、我々日本人

の携帯電話の利用シーンも大きく変わった。簡単な

連絡は全てチャットなどですませ、声が聞きたくなれ

ば無料通話アプリを使う。パケット通信が発生するの

で実際にはタダではないにしても、パケット通信使

い放題やWiFi接続などを使っていればお金を気に

せずに長電話をすることも可能だ。故郷に住む家族

と話したければ（もちろん母国にも１台以上スマート

フォンがあることが前提だが）スマートフォンのアプリ

を使っていつでもお金を気にせずに話すことができ

る。異国の地で心細い思いをしている外国人労働者

たちにとって家族と話せることほど心の支えになるも

のはないであろう。ただし日本とは違い海外はデー

タ通信量には上限が設けられることが一般的だ。し

かしその上限も通常の使い方ではそう簡単には越え

ないレベルであるし、例えばSingtelのプリペイドデー

タプランについては今年の10月から1GB/月 プラン

が20 SGDから10 SGDへと半額になった。技術の進

歩による新しいコミュニケーション手段の登場と、そ

れを可能にする通信事業者の価格低廉に対する努

力によって今やスマートフォンでの通話はそれほど

ハードルが高いものではなくなっている。

また、注目すべきはこういった無料通話アプリは

スマートフォンがなければできないということだ。確

かに端末価格が安くなったとはいえ、通話とSMSの

みのシンプルな携帯電話のほうが安いことは間違い

ない。だが、それらの携帯電話では無料通話アプリ

は使えない。彼らが多少無理をしてでもスマートフォ

ンを手に入れようとするのはそういった理由もあるの

である。

このような技術革新に伴う通信費用の低廉化や

利用するハードルの低さは我々の生活スタイルその

ものを変えたといっても過言ではない。MRTに乗れ

４） 携帯電話・スマートフォンの普及が

       低 所得層にもたらした影 響と、そこに

       あるビジネスチャンス
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ばほとんどの人がスマートフォンをいじっているし、

携帯電話を忘れたり落としたりして誰とも連絡が取れ

ずに仕事にも支障が出て困った経験がある方もいる

だろう。そのくらい我々現代人は携帯電話に依存し

ていると言えるのだが、それは中所得層以上の人々

だけの話ではない。むしろ低所得層や発展途上国

の人々のほうがより多くの影響を受けている。

例えば先にも紹介したような無料通話アプリの登

場により、彼らは家族との精神的距離感を感じること

なく外国へ出稼ぎに出ることができるようになった。

例えば銀行口座を持てなくても、シンガポールで

稼いだお金を母国に送るのに苦労する必要もなく、

携帯電話番号さえあれば外国への送金もクリックひ

とつで行える。

例えば今や誰もが同じレベルの教育を受けること

もできる。スマートフォンさえあればTEDなどを使っ

て世界の一流の講義を無料で受けることができるか

らだ。もちろんそれだけでなく様々な情報に先進国

の人々も新興国の人々も同じようにアクセスすること

ができるようになった。PCとインターネット接続環境

があればそれは可能だが、彼らにとってPCを買うこ

とはスマートフォンを買うよりもはるかにハードルが高

い。スマートフォンの普及はPCを使うことができない

層にもインターネットによる情報革命の恩恵をもたら

している。

IFC (International Finance Corporation、国

際金融公社)とWRI(World Resources Institution, 

世界資源研究所)が2007年に発表した“NEXT　4 

BILLION”によるとBOP(Base　of the Pyramid)　と

呼ばれる年間所得が3000USD以下の経済的貧困

層は世界で40億人、彼らの消費市場は5兆USD規

模に上ると試算されている。これは2014年の日本の

GDP（約3.9兆USD）を上回る規模であり、多くの分

野で多くの企業がいかにこの巨大市場を取り込むか

に熾烈な競争を繰り広げている。

情報通信の分野では米FacebookによるBOP市

場取り込みを狙った動きが活発だ。2015年10月に

はフランスの人工衛星関連企業Euterisatと提携し、

サハラ以南のアフリカ市場に衛星を利用したブロー

ドバンド接続サービスを提供すると発表した。これ

はFacebookが以前から取り組んでいるInternet.org 

の一環である。Internet.orgでは「現在インターネッ

トに繋がっていない50億人をインターネットに繋げ

る」ことを目標に掲げFacebookなど一部のコンテン

ツへのアクセスのみが可能な無料インターネット接

続サービスの提供を発展途上国で行っている。更に

Facebookはこれに加え低速なインターネット環境で

も表示が容易なスライドショー型広告の提供開始を

発表した。これらの2つのサービスにより企業は今ま

で電話回線もなかったような地域の経済的貧困層に

対しても自社の製品/サービスの広告を打ち出すこ

とができるようになる。

他にも英Vodafoneは出資するケニアの携帯最大

手Safaricomで2007年より「M-Pesa」と呼ばれる携

帯電話を利用した小額送金サービスを開始している

が、2013年時点で実に人口の7割が利用をしている

という。VodafoneはM-Pesaを他のアフリカ諸国やア

フリカ以外の新興国へも広げて行くという。BOP市場

において新たなマーケットを作り出した好事例と言

えるであろう。

手前味噌で恐縮だが、弊社の事例も紹介させて

いただきたい。KDDIは2014年MPT（Myanma Posts 

& Telecommunications,　ミャンマー国営郵便・電

気通信事業体）と提携し、住友商事も加え3社共同

で通信事業を開始した。ミャンマーは携帯電話普及

率が2010年で1.6%、事業開始直前の2013年でもわ

ずか10.1%という他国と比べても著しく低い状況であっ

た。ミャンマー政府は軍事政権下の経済制裁などに

よる社会インフラ整備の遅れを取り戻すべく2016年

までに普及率80%を目指すという。KDDIはauで培っ

た技術・ノウハウを提供し、普及の加速に貢献してい

くことになる。先にも述べたとおり東南アジア諸国の

携帯電話普及率は軒並み100%を超えており、携帯

電話の「純新規契約＝純増」を多く見込めるミャンマー

の市場は通信事業者にとってはかなり魅力的な市

場である。

話は少しシンガポールから逸れてしまった。それ

業界ぷらす１
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もそのはずである。BOP市場というとき真っ先に思い

浮かぶのはアフリカやアジアの新興国であり、今や

世界一の一人当たりGDPを稼ぎ出す「先進国」シン

ガポールとは無縁のように思えるからだ。

しかし、シンガポールにとっても決して無縁な話

ではない。

2015年6月時点でシンガポールの人口は535

万人、うち外国人労働者が137万人。その中でも

EP(Employment　Pass)　保有者（最低賃金　3300 

SGD/月）が18万人、S Pass 保有者（最低賃金2200 

SGD/月）が17.3万人に対して、WP (Work Permit)

保有者は実に99.4万人にも及ぶ(図表４)。なお、

そのうちの22.７万人が FDW (Foreign Domestic 

Worker) と呼ばれる家事手伝い（いわゆる 「メイド」）

に従事し、32.2万人が建設現場で働いているという

(出所５)。

では、約100万人のWP保有者全てがBOP層かと

いうとそういうわけでもない。”NEXT 4 BILLION”に

よる定義ではBOP層は年間所得3000USD以下の人々

のことをさすが、WP保有者の中にはそれ以上の所

得を得ているものもいると思われる。あくまでも月額

賃金が2200SGD未満の外国人に発行されるものだ

からである。しかし同時にWPには最低賃金の規定

がないため、驚くほど安い賃金で雇われているケー

スも多い。それでも彼らの母国での収入よりも多く、

その稼ぎの多くを母国の家族に送金している。母国

への送金後のわずかな金額で物価の高いシンガポー

ルで暮らして行くのは決して簡単なことでないことは

容易に想像がつく。

だが、彼らも日々寝て起きて仕事をし、最低限の

食事を取るだけではない。「新興国」と呼ばれる国々

のBOP層の人々がそうであるように、わずかに余っ

たお金でささやかな余暇を楽しむ。そのためのツー

ルとして携帯電話は今急速に身近なものになってき

ている。

彼らは確かにそれほど多くのお金を使えるわけで

もない。それでもそこには携帯電話のように無視でき

ない大きな消費市場があり、新たなビジネスチャンス

が転がっているかもしれない。

そして冒頭でも触れたが、何より通信事業に従事

するものとして携帯電話という「インフラ」が彼らの生

活スタイルを変え、彼らにとって必要不可欠なものに

なっていることに喜びを感じるのである。

またしても弊社のミャンマー事業の話に戻るが、

本社から出向している日本人の同僚が彼の部下の

家族が入院している病院に見舞いに行ったそうだ。

ヤンゴン市内の総合病院には廊下の床にまで患者

があふれ出し足の踏み場もなかったそうだ。それで

も約2時間強の滞在で彼が見た医療従事者は看護

師１名だったという。

急激に増加する人口に対して圧倒的に足りない

医師や看護師。ちょっとした病気でも適切な治療が

受けられず死に至ることも少なくないという。

そのような事態に直面したときに通信事業者とし

て何ができるのか？例えば安定した通信回線を敷

設すれば先進国の医師による遠隔医療を提供でき

るかもしれない。スマートフォンを使って医療や薬学

の受講できる若者が増えれば医療従事者不足は少

しでも解消できるかもしれない。その様に思ったとき

彼は「自分がしている仕事の意義」を改めて噛み締

めたそうだ。

BOPビジネスと言う以上、ボランティアではなくビ

ジネスである。ビジネスである以上利益を稼ぐことが

前提になるのは言うまでもないが、利益を享受しな

がらも世界で起こっている様々な問題を解決しうる

手段にもなるのがBOPビジネスなのではないか。

東南アジアのハブであるシンガポールで仕事をし

ていて常々そう思うのである。
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【出所】

※1 ： ITU (International Telecommunications    

        Union) [ http://www.itu.int/ ]

※2 ： STATISTICS SINGAPORE by Singapore 

        Government  [ http://www.singstat.gov.

        sg/ ]

※3 : Consumer Barometer with Google

         [ https://www.consumerbarometer.com/ ] 

       The Asia Foundation

        [ http://asiafoundation.org/ ] 

※4 ： IDC (Internet Data Corporation), 

        November 2013 [ http://www.idc.com/ ]

※5 ： MOM (Ministry of Manpower)

         [ http://www.mom.gov.sg/ ]

【注釈】

※ 「iPhone」、「iPhone5C」、「iPhone5S」は米国および他の

     国々で登録されたApple Inc.の商標です。

※ 「BlackBerry」はBlackBerry Limitedの商標または登録

     商標です。

※ 「Android」はGoogle Inc. の商標または登録商標です。

※ 「Xperia」はソニーモバイルコミュニケーションズ株式会社

    の商標または登録商標です。

※ 「Micromax」、「Bolt S301」はMicromax Informatics Ltd, 

     の商標または登録商標です。

※ 「Skype」はSkype Limited社の商標または登録商標です。

※ 「LINE」はLINE株式会社の商標または登録商標です。

※ 「Viber」はViber Media Incの商標または登録商標です。

※ 「Singtel」はSingapore Telecommunications Limited の

    商標または登録商標です。

※ 「TED」はTED Conferences, LLC の商標または登録商標

　　です。

※ 「Facebook」は Facebook, inc. の商標または登録商標

     です。

※ 「Vodafone」はVodafone Group Plc の商標または登録

    商標です。

※ 「Safaricom」はSAFARICOM LIMITED の商標または登録 

    商標です。
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2006年 横浜国立大学経営学部学部卒業。

2006年 KDDI株式会社入社後、福島県郡山市で携帯電話au

の代理店営業に従事。その後 イギリス、ロシア、インドに駐在

し、2015年より現職。

現在は東南アジア・オセアニア・インド・中東地域の統括拠点で

あるシンガポールにて事業開発・商品開発・営業企画等を担当。

趣味はスキューバダイビングとマラソン（シンガポールマラソン

も出場予定）

業界ぷらす１
　「通信」： シンガポールの外国人出稼ぎ労働者と携帯電話
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10-11月 JCCIイベント写真

JCCI 10 -11月イベント写真
10月27日　金融・保険部会主催 講 演会「最新！経済・金 利・為替動向セミナー」 　

11月3日　第2工業部会主催　
シンガポール国立眼科センター（Singapore National  Eye Center）視察会
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今 年も1年、月報をご購読 頂きまして、ありがとうございました。

11月18日　中小企業のための自社プレゼンテーション大会及び 懇親会
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「関西シンガポール同窓会」のご案内　　

　大阪城の南側にある、ＫＫＲホテル６階のボードルームには年２回（2月、8月）、シンガポールを愛する人たちが続々

と集まってきます。半年ぶりに会う人、初めて参加する人など様々です。

　かつてシンガポールで働いた人達が、楽しかった駐在時代を思い出したり、今のシンガポールはどうなっているの

だろう？と有志が集まって20年以上前に始まったこの会、名付けて“同窓会”。「春節の頃と独立記念日の頃に懇親

会を開く」事以外、特に決まった会則も年会費もないのですが、毎回20人から30人が参加して約２時間半、楽しくお

しゃべりしたり料理を楽しんだりしています。ほぼ毎回最近シンガポール勤務から帰国した人、旅行や出張をしてき

た人が居て結構、アップデートの情報には事欠きません。参加する人の「シンガポール歴」も様々、1970年代、80年

代の人も居れば200 0年代の人も。お互いにシンガポール歴を比べ合わせては、共通の話題、情報などを交換してい

ます。ただ他の国の駐在者が、このような形で集まっている例はあまり聞きませんので、シンガポールという国には忘

れ難い思い出を作る何かがあるのかも知れません。これまでの同窓会の歴史のなかでは、延べ110人以上が、この

会に参加しています。

　これまで参加した方の顔ぶれを見ても、三井住友海上火災保険、元ＡＮＡホテル、元住友化学、元兵庫県警、三

菱化学、クラレ、元鴻池組など様々です。先代の世話人・九津見明さんは元大阪ガスの方、長くお世話をして頂きま

したが、一昨年、私が後を継がせて頂きました。現在は大阪商工会議所の稲継茂さんと一緒に世話人（幹事）をし

ています。私は1991年から1995年まで駐在しました。ウルパンダン・ロードに住み、ウィスマ・アトリアにある関西テ

レビの支局（既に閉局）を拠点に東南アジア、時には南アジアまで足を伸ばして取材活動をしていました。

　シンガポール時代に“技”を習得された方も居られますので、水墨画のパフォーマンスをご披露頂き、合わせて様々

エピソードを語っていただいたり、私がかつて仕事をしていたオーケストラのメンバーに演奏してもらったり、インド

映画のプロモーターの女性を招いてお話し頂いたりしています。

　関西ではこんな会が貴方をお待ちしています。帰国されたら、是非ご参加下さい。それまで健康に気をつけられて

シンガポール生活を十分にエンジョイして下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本シンガポール協会・参与　関西世話人：出野徹之

　

　　　　　　写真は、2014年8月8日の様子。

　　　　　　次回の「関西シンガポール同窓会」は、

　　　　　　2016年2月5日の開催予定です。

≪日本シンガポール協会よりお知らせです≫
　

日本シンガポール協会便り32
	
  	
  

	
  	
  

	
   	
  



 ≪ 10-11月　活動報告 ≫

金融・保険部会主催講演会「最新！経済・金利・為替動向セミナー」

　10月27日（火）には、金融・保険部会主催講演会による講演会「最新！経済・金利・為替動向セミナー」を開催しました。第
一部では、「日系企業の新たな設備投資戦略と課題」と題し、株式会社日本政策投資銀行様より、産業調査部長 川住 昌光 
氏をお招きし、国内・海外を対比した設備投資動向などについてのご講話を頂きました。また、第二部では、在シンガポール
邦銀三行の専門家の皆様をパネラーにお迎えし、「金利と為替の見通し」について、パネルディスカッション形式でご解説を
頂きました。各人の見解の相違が明確になる点等が、ご参加の皆様に大変好評でした。

第1工業部会「ジュロンシップヤード見学会」

　10月29日にIHIアジアパシフック社のおかげ様で2013年11月に開所した最新鋭造船所であるジュロンシップヤード・トゥア
ス造船所を見学致しました。シンガポール造船業の最先端を見られる貴重な機会であり、参加者の皆様には、とても有意義
な見学会となりました。

第2工業部会主催　「シンガポール国立眼科センター（Singapore Nat iona l  Eye Center）視察会」　
 11月3日、第2工業部会では、シンガポール国立眼科センター視察会を行いました。病院側の特別な計らいにより、実際にオ
ペ中の手術室をマジックミラー越しに見学し、センターで研究をしている日本人ドクターと直接話せる時間もいただき、最新
医療に驚きの声があがる視察会となりました。

≪ 2015年12月　行事予定 ≫     

開 催 日 開催区分 イベント名 時間・場所

12月1日（火） 委員会 12月広報委員会
12：30-14：00

日本人会

12月3日（木） 委員会

会員勉強会【半日でわかる！

シンガポールにおける採用の手続き＆

従業員税務の基礎「まるわかり」講座

13:00-17:00

Maxwell Chambers

12月8日（火） 理事会
12月度運営担当理事会

第545回理事会

11:30-12:14

12:15-14:00

日本人会

12月9日（水）
基金

委員会

基金贈呈式

2015年会員懇親パーティー

18：30～18：45

19：00～21：00

Shangri-La Hotel Singapore

Island Ballroom

12月16日（水） 部会 貿易部会・運輸通信部会・建設部会「3部会合同忘年会」
19:30-21:30

銀座ライオン　サンテックシティ店
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＜編集後記＞

今年は今回の記事にも取り上げていますが、訪日外国人の総数が、9月末の時点で1448万7600人となりました。そして観光庁の田村明比古長官
が記者会見で10月9日時点での累計が1505万1800人に達したことを発表しました。シンガポールからの訪日外国人は、17万8300人（9月末時点）
で対前年比33.8％も伸びています。私も月に1回、日本へ出張がありますが、ほぼ毎回飛行機は満席状態が続いています。年間最高だった昨年の数字
（1341万3467人）をすでに抜き去り、今年の訪日客数は、1900万人を超えるのではないかと予想されています。

日本へ訪れる外国人は増えることは、非常に歓迎すべきことだと思います。私の会社は、福岡県に本部がありますが、そこでも多くの観光客を見
かけます。地理的条件で、中国人と韓国人が多く訪れていますが、そこには純粋に買い物や観光を楽しんでいる姿を見ることができます。政治的に対
立する隣国ですが、訪日外国人とそれを受け入れる日本人との交流がもっと密接になれば、緊張関係は自然と溶けていくのではないでしょうか。　　

日本を訪れた外国人が、日本の「おもてなし」に触れ、好きになって戻ってもらえればと思います。さらに現地に住む日本人の一人ひとりが市民外
交官となって、地元の人たちに対して「おもてなし」の気持ちをもって接すれば、さらに日本のファンになることでしょう。私も地元のシンガポールの方
々との交流をさらに深め「日本」について知ってもらえればと思っています。

最後になりますが、今回大変お忙しい中、ご執筆者の方々には、ご寄稿いただきましたことをこの場をお借りしてお礼申し上げます。
                                                                                                                           （英進館シンガポール校　森山正明）

＜12月号担当　広報委員紹介＞

【名前】　紺野篤志
【出身】　福島県いわき市
【在星歴】　9か月
【会社名】　日立アジア
【仕事内容】 
　コーポレート・コミュニケーション活動
【趣味】　吹奏楽
【シンガポールのお気に入り】          
　マリーナ・ベイ周辺
　シンガポールの象徴ともいえる風景の一つだと思います。また様々 
　な人々が行きかう様子をぼんやりと眺めながら、シンガポールの活
　気を感じているところです。
【月報読者の皆様へ】　
　シンガポール建国50周年となった2015年と、日星国交50周年の
　2016年をつなぐ12月号を担当させていただきました。シンガポー
　ル政 府は、スマートネーション構想を掲げ、様々な施策を展開して
　いますが、なかでも本号で取り上げた教育やセキュリティといった
　分野は非常に重要であると思います。皆様の今後の発展に向け、参
　考になればと思います。

【名前】　森山正明
【出身】　東京都府中市
【在星歴】　5年
【会社名】　英進館シンガポール校 
【仕事内容】　日本人子弟のための学習塾教師
【趣味】　写真撮影　大人の社会科見学シンガポール版主催
【シンガポールのお気に入り】　
　世界のハブ空港として確固たる地位を築いているチャンギ空港が一
　番のお気に入りです。ビジネス、そしてプライベートで月に一度は利
　用していますが、いつもワクワク・ドキドキ感があります。世界一の
　空港だけあって、快適さ、便利さをいつも実感します。そして空港近
　くのチャンギビレッジから飛行機の離発着を眺めるが、私の主な休
　暇の過ごし方。おすすめです。
【月報読者の皆様へ】
　月報の記事は、東南アジアと日本との関係を読み取ることができる
　内容です。今回も、訪日外国人・教育・インフラセキュリティー・ス
　マートシティ・携帯電話市場などについての最新情報をピックアッ
　プして掲載しています。ぜひ、熟読していただき、ビジネスに役立て
　ていただければと思います。

（左：紺野様　右：森山様)
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